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古典派の公準と賃金基金説
中野安雄
1.序論
ケインズは，そのいわゆる「古典派」理論に対する『一般理論』での自
身の立場を明らかにするために， I古典派」理論の基礎前提を次の二つの
公準にまとめた。すなわち，
(1) 賃金は労働の〔価値〕限界生産物に等しい。
(II) 一定の労働量が雇用されている場合，賃金の効用はその雇用量
の限界不効用に等しし、。
である。第一公準は労働市場では労働にたいする需要曲線として現れ，ま
た，生産物市場では各生産物毎の供給曲線に関与する。そして，第二公準
は労働市場での労働の供給曲線として現れる。したがってこの二つの公準
は，それぞれ労働市場で、の労働にたし、する需要曲線および供給曲線を構成
し，両者の交点において実質賃金率と雇用量が決定される，ということを
意味してし、点
そこで，ケインズ自身は第一公準を共通の前提として承認し第二公準
のみを否定する，と言明した。しかしそれは， I賃金の効用」や「雇用量
の限界不効用」とL、った概念を否定した，ということではなし、。じっさい，
これらの概念は「非自発的失業」を定義するのに必要になる。すなわち，
まず，
賃金財の価格が貨幣賃金に比してわずかに上昇した場合に，現行の
貨幣賃金で働こうと欲する総労働供給と，その賃金における総労働需
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要とがともに，現在の雇用量よりも大であるならば，人々は非自発的
に失業しているのである
と定義した上で，この「非自発的失業」が存在しない状態を「完全雇用」
と定義したわけであるo第二公準は「完全雇用」がつねに実現している，
ということを意味しているので，ケインズはこれを否定することによって，
「非自発的失業Jの可能性を認める立場をとったわけである。
しかしながら，もし労働市場での需給関係が直接に実質賃金率を変動さ
せるのであれば，この実質賃金率の変動は労働市場の需給を一致させる調
整力として機能する。このような労働市場での需給の調整過程では， I非
自発的失業」はただ一時的に生じるだけである。そこで，ケインズが第二
公準を否定する根拠としたのは次のような論点、であった，すなわち，労働
市場の需給関係によって変動する可能性があるのは貨幣賃金率であって実
質賃金率ではない，ということ，そして，そのような貨幣賃金率の変動は，
労働市場と財市場との連動関係を通じて，物価水準の比例的な変動を引き
起こすだけで，実質賃金率を同方向に変動させることはできない，という
ことである。
ところで，ケインズは自身に先行する「正統派」の経済学者を一括して
「古典派」と呼んで、いざ。しかし，これは今日では通常の用語法ではない。
ブローグによれば， I標準的な意味」での古典派はA.スミスからリカード
およびマルサスを経てJ.S ミルやJ.Eケアンズにいたる系譜を指す:
この系譜の中では， J. S.ミルは「効用」の概念を強調したほうだが， I限
界効用」や「限界不効用」の概念はない。これらは「限界革命」以降に属
しており，厳密な意味で上のような公準を前提とした「古典派」は主とし
てマーシャルからピグーを経てロパートソンにいたる系譜であろう。
これに対して， I標準的な意味」での古典派が想定した労働市場は長期
的な人口増加と資本蓄積の渦中にあり，ケインズ的な「短期」とは様相が
大きく異なる。それでは，古典派が主要な関心事としていた，人口増加と
資本蓄積の同時進行，とL、う動態的な条件の下では，ケインズが第二公準
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を否定し， r非自発的失業」の可能性を主張した論拠はどのような関連を
持つのだろうか。この問題を考えるには，古典派そのものの歴史的な文脈
をたどってみる必要がある。
l.人口増加と資本蓄積
A.スミスの観察によると， r職人というものは，出来高に応じてゆた
かに支払われると，どうしても過労におちいり，数年のうちに自分の健康
ゃからだをこわしてしまいがちになる」ものだが，例外的には逆に， r一
週間自分を扶養するだけのものを四日間で稼得することができれば，職人
によってはのこりの三日聞は怠けてしまうJ場合もあったようだ。つまり，
スミスは概して労働供給を実質賃金率の増加関数とみていたわけで、ある。
「息惰」と「失業」は論理的に紛れやすく， リカードウ対マルサスの論争
の中にもそうした局面はあっ72しかし，スミスにとってもその後の古典
派にとっても，個々の職人や労働者の個別的な行動様式は大した問題では
なし基本的には，労働供給とは単に労働者の現存人数であり，問題は，
その増加率が高いか低いか，にある。そこで，古典派理論は次のスミスの
論点，r労働のゆたかな報酬が増加しつつある富の結果であるように，そ
れは増加しつつある人口の原因であるJ，をめぐって展開した。
上の引用文から明らかなように，スミスは実質賃金率が高いほど労働者
の生活水準は高く，それは人口増加率を高める，と考えていた。しかし，
スミスの次の世代に属するマルサスは， Ii'人口論』で， r人口は，制限され
ないばあいには，二五年ごとに倍加しつづける」と論じた。これは年率で
3パーセント弱に相当する。マルサスはさらに，人々の生活水準が低下す
ると，人口増加率は「窮乏と悪徳」によって制約される，とした。つまり，
この実質賃金率の範囲では人口増加率は実質賃金率の増加関数である。な
ぉ，後にマルサスは人口増加の制約要因に「道徳的抑制」を追加と)そし
て，これは次の世代のJ.S.ミノレに多大な影響を与えることになる。
リカードウはマルサスの『人口論』に共鳴し 25年で2倍，というべー
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スを人口増加率の上限とした。そこで，第 l図のように縦軸に実質賃金率
wをとり，横軸に人口増加率 Gnをとると，実質賃金率が W2より高い領
域では人口増加率は最高率(年率3%)で、不変だから垂直線になる:そし
て，実質賃金率が W2より低い領域では，実質賃金率が低下するにつれて
人口増加率は減退し，やがて「労働者たちが，平均的にいって，生存しか
つ彼らの種族を増減なく永続させうるのに必要13i水準，いわゆる「生存
費水準JWoに到達する。これが Gn曲線の縦軸切片となる。この Gn曲線
は労働市場の供給側を動態的に表現したもので，r古典派の第二公準」に
相当する。
これに対して，古典派の理論構成の中では，第一公準はやや複雑な問題
を含む。すでに見たように，ケインズは第一公準を表現するさいに「労働
の限界生産物」を用いたが，これに近いものにはパシネッティが定式化し
たリカードウ・モデルの「生産関数」がある。これは正確には， r資本つ
きの労働」を全国土とL、う固定された領域内で‘最も肥沃な土地から順に投
入していくと，肥沃度の連続的な変化によるか，あるいは土地の集約的な
利用によって，一人当たり純収穫が連続的に逓減していく，というもので
あって，このとき，一人当たり利潤+賃金の大きさは「資本つきの労働」
の限界生産物に等しくな泣すなわち，いわゆる差額地代説である。
リカードウ自身は差額地代説を主として肥沃度にもとづく土地の質の不
連続な差等によって説明した。)本稿でも後にこの方法を使う。しかしこ
れでは広範な無地代の限界耕作地を想定することになるので，その面での
批判を気にかけていたJ.S.ミルは，市場からの距離が遠いほど運送費が
かかる，と想定した。これはリカードウが言及していた「位置の有利凶
に相当し，限界耕作地は農場のごく狭い境界部分に限定され8) もし数学的
な意味で「連続」なら，限界耕作地は既耕地と未耕地との境界線に収束す
る。しかし，このように連続的な「生産関数」を構成しでも，それは正確
には「資本つきの労働」の生産関数だから，その導関数として得られる限
界生産物は，さらに賃金と利潤に分解されなければならなし、。したがって
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それは，ケインズの意味での「労働の限界生産物」ではなく，そして，そ
こから古典派の労働需要関数を導出できるわけでもなし、。
il.賃金基金説
労働需要を説明するもの，とL、う意味での第一公準に相当する古典派理
論は賃金基金説であって，その起源もまたA.スミスにある，すなわち，
賃金によって生活する人々に対する需要は，賃金を支払うことにな
っている元本 (fund=基金)の増加に比例する以外に増加しょうが
ない，ということは明白である。こうし寸元本には二種類あるわけで
あって，すなわち，第ーは，生活維持に必要とされるところをこえて
あまりある収入，そして第二は，かれらの親方たちの仕事に必要とさ
れるところをこえてあまりある資財，がこれである。
と。スミスの用語法では，ある人が所有する資財 (stock)は「自分自身
の直接の消費のために留保する資財」と将来の収入を期待して留保する「資
本 (capita1)Jとから成る。そして，資本は固定資本と流動資本とからな
る。固定資本は道具・機械設備建物等からなる。)流動資本は今日の用
語で言えば，原料・仕掛品・完成品の在庫および， Iこれらのものを流通
させ，それらを最終使用者または最終消費者に分配するために必要な貨幣」
(22) 
からなる。なお，これらはいずれも，それぞれの「商人や製造業者のても
(23) 
とに」分散してストックされているのであって，労働者を雇用する個々の
企業家があらかじめ賃金を支払うために種々の必需品を調達しておくわけ
ではない。ただ，企業家達がストックしている必需品の在庫は，全体とし
て見れば，全社会的な賃労働システムを維持するための一種の「前払い」
である，と考えることはできる。
A.スミスは以上のように資財を分類した上で，
直接の消費のために留保されうる資財を維持し増加すること，これ
が固定資本と流動資本との双方の目標であり，目的である。この資財
こそ，人民を食べさせ，着せ，住まわせるものである。人民の貧富は，
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これら二つの資本が，直接の消費のために留保される資財に提供しう
(25) 
る供給が潤沢か貧弱かに依存するのである口
と述べている。おそらくこれがスミスにとってはことの要点だったろう。
しかし，スミスはさらに， Iあらゆる固定資本は，もとはといえば流動
資本からひきだされるものであると同時に，たえずそれによって維持され
ることを必要とするJ，そして， Iどのような固定資本も流動資本を媒介せ
ずに収入をもたらすことがで、きない1とも述べている。そうしてみると，
古典派には当初から流動資本を中心に置く考え方があったわけで、ある。た
だしスミスは，労働需要としての流動資本の量には貨幣の部分は含めない
(28) 
ほうがよい，としている。
なお， Ii国富論』には，労働を「雇用」し， I維持」または「扶養」する
「元本 Cfund=基金)Jを想定し，労働需要をこれに関係づけた箇所が頻
(29) 
出する占それらの中には， I直接の消費のために留保される資財に提供し
うる供給」あるいは，社会全体で一定期間当たりに供給可能な必需品の量，
と解したほうが理解しやすい，と思われる箇所もある。しかし，そう断定
するには文脈が漠然としている。
リカードウとマルサスは， A.スミス以上に明瞭に，流動資本中心の「資
本」を考えていたが，固定資本を全く無視していたわけで、もなし、。しかし
L 、ずれにしても，原料や仕掛品の在庫を含んだ流動資本の全体が労働需要
である，というのは理解しがたい。もしそれらが加工のための労働を必要
とする状態にあるから，というのなら，固定資本もまた，それを稼働して
くれる労働を欲しているだろう。それが文学的比喰としてはどう L、う意味
を持つにせよ，これらの資本部分は直接に労働の対価となるような労働需
要ではない。そうすると， J. S.ミルの次のような「賃金基金説」のほう
が直接的にはわかりやすし、かもしれない，すなわち，
賃金は主として労働の需要供給によって，あるし、はよく使われる表現
を用いるならば，人口と資本との聞の割合によって定まるわけである。
ここで人口というのは，ただ労働階級だけの人数，というよりも雇わ
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れて仕事をする人たちだけの人数のことであり，資本というのは，た
だ流動資本だけ，しかもそれすらもその総額ではなくて，直接的に労
働の購買に支出される部分だけのことである。ただしこのほかに，資
本の一部を構成してはし、ないが，しかし労働と交換して支払われると
ころの資金の全部，たとえば兵士や家事使用人やその他一切の不生産
的労働者たちの賃金をこれに加えなければならなペ
と。そこで次に， ミル型の賃金基金説を用いて，まず原初的な小麦モデル
を組立て，そこから古典派的な労働市場の調整機構を検討することにしよ
う。
N.小麦モデル
ここでは単純化のために，当初，人々は生活物資の大半を家庭内の自給
自足的な労働によって調達していて，ただ食糧としての小麦だけを農業経
営者に依存しているものとする。さらに，農業経営者は多数いて，相互に
競争状態にあり，いずれも耕作に必要な資材を持つとともに，前年の収穫
を貯えていて，その一部は今年の生活を維持するために使い，残りの大半
は今年雇う農業労働者への小麦賃金に使う。
まず，最も肥沃な一等地で人口増加と資本蓄積の過程が始まる。やがて
一等地が一杯になると，一等地は奪い合いになり，占有の対象になる。誰
がどのような事情と根拠でその所有権を確定するか，はここでの問題では
(32) 
ない口とにかくその所有権が確定して，地主が登場すると，農業経営者は
地主に地代(小麦)を支払って一等地を耕すか，未占有の二等地を耕すか，
を選ぶことになる。
一等地で、の農業労働者一人あたりの純収穫を Xa • 二等地のそれを Xb
( <Xa) とおくと，農業経営者達は競って一等地を借りようとし，結局，
一等地の純収穫(農業労働者一人当たりでは Xa) が二等地のそれ(農業
労働者一人当たりでは Xb) を上回る水準まで地代は競り上げられる。そ
うすると，地主に地代を払って一等地を耕す農業経営者も，未占有の二等
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地を耕す農業経営者も，同じ条件の下に置かれる。こうして，人口増加と
資本蓄積は限界耕作地である未占有の二等地で拡がっていき，やがてそこ
が一杯になると，二等地もまた占有の対象になる。
二等地の所有権が確定すると，限界耕作地は未占有の三等地へと拡がっ
てし、く。そこでの農業労働者一人当たり純収穫を Xc(<Xb <Xa)とおく
と，二等地の地代はその純収穫(農業労働者一人当たりでは Xb)が三等
地のそれ(農業労働者一人当たりでは Xc) を上回る額まで競り上げられ
る。そして，一等地の地代は三等地との純収穫の差額(農業労働者一人当
たりでは Xa-Xc) まで引き上げられる。このように，既耕地の地代は限界
耕作地と比較した純収穫の差額に等しくなる。ここで，十八一九世紀の英
国の社会状態に合わせ，地主は広大な土地を所有しているために，このよ
うにして獲得した地代(小麦)は本人とその家族が消費する部分など問題
にならないほど大きく，その大半は執事・召使・従者等々に直接のサービ
スの対価として支払われ，あるいは高価な奪修品の対価として工芸職人に
支払われる，と想定しよう。
三等地が限界耕作地となった段階では，すべての農業経営者は農業労働
者一人当たりに必要な資本を小麦表示の価値で k だけ投下し，小麦賃金
率を Wcだけ支払って，一人当たり純収穫Xcを獲得する。そこで，利潤率
rc V主，
rc= (xc-wc)/k (1 ) 
となる。小麦賃金率が高いほど利潤率は低く， Xc=Wcのときゼロになる。
農業企業家は(利潤率がゼロでなし、かぎり)資本の現存量に応じて利潤
を獲得しこれによって生活する。それが大きければ，地主と同様に召使
を雇い，警t多品を消費する。ここでは，利潤による雇用のこの部分は，地
代による雇用と合わせて，r不生産的消費」のための雇用 Nu と置くこと
にしよう。さらに，資本の現存量を維持するために必要な農業労働者の雇
用部分をNpcで表わすと，農業企業家は利潤の中から設備や賃金基金を増
加する(資本蓄積)ために，Npc を上回る数の農業労働者を雇用する。そ
小麦(実質)
賃金率
Xc 
W2 
Wl 
Wo 
。
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資本蓄積率(%)
第 l図
こで，農業企業家が資本蓄積のために増加する雇用の部分を NpIで表すこ
とにしよう。そうすると，r生産的労働」の雇用量は (Npc+NpI)であっ
て，総雇用量Nは，
N = (Npc + NpI) + Nu ( 2 ) 
である。 Npcは前年の「生産的労働」の全雇用量に等しく，それが生産し
た前年の収穫は総雇用量 N への賃金として今年中にすべて払い出され，
消費されよ)
ところで，農業企業家は前年の小麦賃金率が高く，したがって利潤率が
(35) 
低いほど，資本蓄積の意欲を失い，今年の資本蓄積率~を低下させる。
すなわち，一般に，
~=αk (r) ( 3 ) 
であって，ここに，
αk'>O，αk(O) =0 
である。そこで，限界耕作地が三等地になった段階での利潤率， (1)式
を上式に代入して，蓄積関数 ~c を小麦賃金率 Wc の関数に置き換えると，
~c=~c (Wc) ( 4 ) 
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と書くことができる。ただし，小麦賃金率は利潤率とは逆方向に関係して
いるから，
~c' <0， ~c(X() =0 ( 5 ) 
であって，これは第 l 図 ~c 曲線のように，縦軸切片が Xc であるような
右下がりの曲線で描かれる。これに対して，前に見たように，人口増加率
Gnは第 1図 Gn曲線のように，小麦賃金率が生存費水準 Woを縦軸切片と
し年増加率3% (25年で2倍)の水準までは右上がりの曲線，これより
高し、小麦賃金率の領域では垂直線，とL、う形状で描かれる。
ここで，人口のうち労働人口が占める割合は一定であり，資本のうち賃
金基金の占める割合も一定であり，出発点では完全雇用であった，と仮定
しよう。いま，第1図のように， ~c 曲線と Gn 曲親とが小麦賃金率 wf
で交わっているものとすると，そのときの人口増加率は蓄積率に等しく，
労働市場の需給は均衡し続けるので，小麦賃金率は WC* に保たれる。小
麦賃金率がこれより低い領域では， ~>Gn となり，やがて資本に対して
労働が不足する。農業企業家が倉庫に貯蔵している前年の収穫は労働人口
に比して年々大きくなり，高L、小麦賃金率の支払い能力があって，しかも
労働不足だから，農業企業家達は小麦賃金率を競り上げる。逆に，小麦賃
金率が WC*より高い領域では， ~<Gn となる。この場合には労働過剰で
あって，貯蔵分は少ない。そこで，年々増加する失業者達は小麦賃金率を
競り下げ，農業企業家に余分の雇用を受け入れさせる。このように，三等
地が限界耕作地である聞は，労働市場での動態的な需給関係は労使間交渉
を通じて直接に小麦賃金率を変動させるので，小麦賃金率は人口増加率と
蓄積率とを相互に等しくするような水準 Wc*に安定的に保たれる:
しかしそのような均斉成長状態は永続し得なし、。人口増加と資本蓄積
によって三等地がすべて耕されるようになると，限界耕作地は一人あたり
純収穫がより低い四等地に拡がっていくほかはなくなる。このとき，~
曲線は ~c 曲線より下方に移動するので，利潤率と小麦賃金率とはともに
低下し，より低い率の均斉成長径路に移行する。すなわち，この社会が農
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業社会にとどまるかぎり，耕作限界が次々に劣等地へと拡がっていくこと
は避けられない。その究極においては，~曲線はその縦軸切片が Wo の位
置に来るまで低下し，人口増加と資本蓄積が共に停止してしまうような定
(38) 
常状態 (statinarystate)に到達するD
V.小麦モデルの工業化
ところで，上のモデルで、は，農業労働者は衣服や生活用具を家庭内の労
働によって自給自足する，と想定した。各農業労働者がそれらのために，
たとえば，全労働時間の 1/4を費やしているとすれば 4人のうち 3人が
全労働時聞を農業にあて，小麦賃金を余分に獲得し，残りの 1人が4人分
の衣服や生活用具を生産してもよL、。この場合には，それぞれの品目はそ
れに費やされた労働時間数に応じて小麦と交換されるだろう。
そうしてみると，全農業労働者の 1/4は衣服や生活用具の生産に専門化
できるのだから，さらにそれらの労働者が個々の細かし、品目の生産に専門
化しでもよい。ここで，ある品目については， A.スミスのピン製造の例
のように，伺人かの労働者を組織し，何工程かに分業させると，より多く
の生産量が得られることがわかったとしよう。その商品ー単位が依然とし
て自家生産した場合に必要となる家内労働量の賃金分に相当する小麦量と
交換されるなら，その生産量全体の腹売から得られる小麦代金は実際の生
産に要した労働量への小麦賃金分を上回る。もちろん，分業システムには
建物や機材の維持費といった特有の費用がかかるので，腹売代金(小麦)
はそれらの費用をも償う必要がある。販売代金がこうした費用をも上回る
分は利潤となり，もしその利潤率が農業利潤率に達すれば，工業経営が可
能になる。工業企業家は農業で増加しつつある資本を借り受け，そして，
増加しつつある労働を雇うことができる。
このような商品が次々に現れ，企業化されていくと，増加しつつある資
本と労働の大半は工業が吸収できる。工業の立地条件は肥沃度とは関係が
なく，そして，労働者一人当たりに必要な土地面積は農業のそれに比べて
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圧倒的に少ない。したがって，工業化が円滑に進展していけば，農業だけ
では耕作限界を四等地にまで拡げざるを得ないはずの時期になっても，農
業での限界耕作地は三等地のままに保たれて，実質賃金率も利潤率も低下
せず1)したがって三等地での均斉成長が続く。すなわち，工業化は耕作限
界の劣等地への拡大を抑制し，あるいはその時期をより遠い将来に先送り
する効果を持つ。以下では，限界耕作地が三等地にとどまり，Gx曲線が
第 l図Gxc曲線の位置を保つような条件の下で考えていくことにしよう。
VI.相対価格
一般に，企業家は農業・工業を間わず，最も高い利潤率が得られるよう
な商品の生産に資本を投下しようとする。したがって，工業製品の小麦表
示価格が当初は農家の自家生産に要する家内労働量の小麦賃金に相当する
額であったとしても，その価格で獲得できる利潤率が三等地での利潤率よ
り高ければ，資本はその商品の生産に殺到し，市場での供給量は増加する。
これはその商品の小麦表示価格を押し下げる。
逆に，ある商品の小麦表示価格が低すぎて，三等地の利潤率より低い利
潤率しか得られなければ，その分野に投下された資本は引き上げられて供
給は減少し，小麦表示価格は上昇する。もっとも，その価格が家内生産に
要する労働量の小麦賃金額を上回れば，人々は自家生産・自家消費に逆戻
りする。しかし，機械化と大規模化を通じて「規模の経済」が作用するよ
うな段凶たなれば，単位当たり費用は十分に低くなり，自家生産・自家消
費に逆戻りするような高い価格水準は非現実的な領域のことになってしま
う。
こうして，各商品の小麦表示価格はその「自然価格J，すなわち，その
生産に直接・間接に必要となった労働量の小麦賃金分と均等利潤率で
された小麦利潤とを加えた額に落ち着いていJ:これは今日では，右下が
りの需要曲線と水平の供給曲線との交点，とL、う形で説明することができ
る。このうち， J. s.ミルは右下がりの需要曲鰻を明確に把握しており，
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後にマーシャルはこれを限界効用によって基礎づけることになさ:しか
し， J. s.ミルは水平の供給曲線を描こうとはせず，一般に，価格は右下
がりの需要曲線と固定された生産量(垂直の供給曲線)との閣で決定され
る，とする。生産量が可変的な商品の場合には，その価格が「自然価格」
を上回れば，利潤率が高いので，その供給量が増加し逆の場合には供給
量は減少する。そのような供給量の調整的変化は，必ずしもリカードウが
想定したような部門聞の資本移動によらなくとも， J. S.ミルが指摘した
ように，信用機構が新投資を利潤率の最も高い分野から順次配分していけ
ば急速に進行すよ)こうして，各商品の価格はその「自然価格」へ向かつ
て動き，それによって各分野の利潤率は均等化してし、く。
それにもかかわらず， ミルは水平の供給曲線を想定しなかった。これは
奇妙なことのように見えるが，その原因は賃金基金説にあったようである，
すなわち，
たとえば，農業生産物は，次の収穫期まではその量を増すことができ
ぬ。一カ年を超えはしないがここしばらくの聞は，世界に現に存在す
る穀物の量が，入手しうるもののすべてである。その聞は，実際上，
その数量を増すことができないもろもろの物の仲間に入っている。多
くの商品の場合にも，その数量を増すには時聞を必要とすよ)
と。そして， ミルにとっては， i労働という商品」は「無制限に増加ある
いは減少させることすらできる」商品の範晴に属していて， iその価値は
もっぱら需要と供給とに依存している」はずだっd:
W.貨幣経済化
ところで，工業化を通じて，商品として出回る必需品の品目が多くなれ
ば，小麦を交換媒体とし，資本の貸借を小麦の貸借として描写し続けるの
は無理である。工業企業家は支払うべき小麦を持たず，農業企業家は支払
うべき衣服を持たなし、。それらは完成品在庫として，すなわち賃金基金と
して，すでに一定量が流通機構の中にある。したがって，企業家は労働者
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を雇用するさいに，あらかじめ必需品一式あるいは「賃金財」を用意する
わけではないし，その必要もない:
貨幣が交換媒体となり，貨幣による信用機構が整備されると， A.スミ
スが活写したように，企業家は銀行から運転資金を借り入れ，労働者には
そこから貨幣で賃金を支払う。したがって，雇用者は物的資財としての賃
金基金をてもとに持たず，その存在量も知らない。賃金に支払われた貨幣
は賃金基金すなわち賃金財の完成品在庫に対する一種の請求権となる。た
だし，その請求権には賃金財の固定された数量の引渡しが約定されている
わけではない。
小麦モテ守ルで、は，労働市場は同時に小麦市場でもあった。しかしここで
は， i労働の価格」は直接には貨幣賃金率となり，それは労働市場での需
給を反映して変動する可能性があり，そして，その需給調整のさいには失
業を生じる可能性があよ)また，種々の品目からなる賃金財は個別に商品
市場を形成し，それぞれにおける需要と供給との関係によって価格が決ま
る。賃金財は適当に指数化して一括することができるが，賃金財市場と労
働市場はもはや同じものではない。もし， i労働の価格」を実質賃金率と
みなすとすれば，それは貨幣賃金率の物価水準に対する関係に依存する。
ところでJ.S.ミルは，その価値論では， i貨幣そのものの一般的購買
力は変動せず，また私たちが考察しようとしている物以外のすべての物の
価格にも変化がない1という前提を明記している。ここに， i貨幣の一般
的購買力」は物価水準の逆数を意味する:したがって，この前提は実際上
は物価水準不変を意味し，レはおおむねその前提の下で、生産・分配論を
も展開している。マーシャルは同様の前提を『原理』の最初のほうに置い
(56) 
ており，無用の混乱を避けるにはそのほうがよL、。しかしミルにとって
はこの前提は，たとえばニューメレールとして小麦を使う，というような
単なる分析上の前提ではなく，金本位制下での現実を反映する前提だった
のである。
すなわち，金本位制下では， i貨幣の価値は，その材料である金属の生
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産費に一致せしめられる」わけである。これに関連して， ミルは「食器や
(58) 
鍍金や装飾」にも言及しているが，パシネッティのように，金を「奪修
品」の一種とみなしていた，というようには見えない。もちろん，圏内で
金が生産されるなら，それに要する雇用量は奪修品の生産に向けられた雇
用量 Nuに加えられる。この場合，もし，完全雇用が保たれるには Nuが
失業者を吸収しなければならない，ということなら，マルサス・ケインズ
が提起した論点に紛糾を生じる余地はない。しかし，リカードウおよびJ.
S.ミルが金の生産・供給条件を論じた背景には，貨幣数量説的な観点、が
あった，と思われる。
ところで，物価水準を固定的に考えると，物価水準はすべての財の平均
的な水準だから，個別の財の価格の変動は他の財全体の逆方向への変動を
伴わなければならなし、。貨幣数量説的な観点からは，貨幣賃金率もそのよ
うな価格の一つだから，貨幣賃金率の変動はつねに逆方向への物価水準の
変動を伴うことになる。すなわち，実質賃金率はつねに貨幣賃金率と同方
向に変動する。
これは論理的には逃れようのない結論だが，リカードウも J.S.ミルも，
このような仕方で実質賃金率の変動を説明したことはなし、。古典派的な労
働価値説ないし生産費説からすれば，貨幣賃金率の変動は多少なりとも同
方向への物価水準の変動を伴うので、なければならぷ)しかも，実質賃金率
は貨幣賃金率と同方向に変動しなければならなし、。したがって，貨幣賃金
率の変動はつねにそれよりは少ない程度で、同方向に物価水準を変動させ
る，と考えることになる。しかも，そのようにしても，厳密な意味での貨
幣数量説は成立しない。したがって， リカードウも]. S.ミルも，信用機
構を通じて，貨幣数量にも物価水準にもかなりの伸縮性がある，とみなし
?。? ?
それでは，貨幣が管理通貨制度の下にあり，企業家がその資本蓄積を遂
行するさいに必要とする営業資金なら，信用機構はし、つでも貸付に応じる，
というときには何が起こるだろうか。この想定の下では，貨幣数量説は役
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に立たず，物価水準は固定されない。そこで， i賃金単位で測る」という
方法，あるいは貨幣賃金率を固定的に考える，という方法をとると，各賃
金財の価格(賃金単位表示)は各市場での需要と供給の関係によって決ま
る，というミクロ分析的な形式で考えることができて，それらを平均した
ものが賃金単位で測られた物価水準すなわち実質賃金率の逆数になる。
いま，賃金財を適当に指数化して，その今年の供給量を X とおくと，
賃金基金説によれば，それは今年の聞は固定されてし、る。賃金財の価格の
平均的な水準を p，雇用量を N，貨幣賃金率を W とおこう。賃金財に対
する需要総額は W.Nとなり，賃金財の物価水準Pは，
P=W.NjX ( 6 ) 
のように決定される。したがって，実質賃金率wは，
w=WjP=XjN (7) 
である。明らかに，今年の供給量Xが大きいほど実質賃金率 wは高く，
今年の雇用量 Nが大きいほど実質賃金率 wは低L、。さらに，貨幣賃金率
W の変動は，ただ比例的な物価変動をもたらすにすぎない。これはA.ス
ミスが示唆し，ケインズが論じた通りの結果である。)
さてそこで，第1図の縦軸をこの実質賃金率wで狽リり直すことにしよう。
この場合，指数に関する暖昧さは免れないし，特に ~c 曲線の形状は正確
を期しがたい。しかし，限界耕作地が三等地にとどまり続ける聞は，それ
は右下がりで一定位置を保ち続けるだろうから，ここではそのような想定
の下で，引き続き第1図を用いてこの体系の動態的な労働市場の安定性を
検討することにしよう。
咽.不安定性
当初，経済は第l図の点 Ecで示される均斉成長径路上にあり，資本と
人口はともに2%で増加し，完全雇用を維持してきた，とする。そこで，
たまたま前年に実質賃金率が Wlまで下落し，このため，今年の人口の増
加率は 1%，生産物供給の増加率は2%，資本の蓄積率は3%になった，
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としよう。明らかに，雇用労働量は1%を越えて増加することはできなし、。
そこで，貨幣賃金率が変化しなかったとすれば，賃金総額は1%増加し，
生産物の供給量は2%増加する。そうすると，物価は1%下落し，実質賃
金率は1%上昇する。あるいは，企業家たちは賃金総額を3%増加するつ
もりでいたので，それだけの営業資金を借入れていたとすると，貨幣賃金
率は2%まで競り上げることができるので，実際にもそうなったとしよう。
賃金総額は3%増加し生産物の供給量は2%増加するから，物価は1%
上昇し，その結果，実質賃金率は1%上昇する。つまり，貨幣賃金率が不
変であろうと上昇しようと，実質賃金率は1%上昇する。
この実質賃金率の上昇は点 Ecに戻る傾向があることを示しているが，
マルサスおよびケインズが論じたがっていたように，点 Ecを飛び越えて，
W2まで上昇する，とL、う経過を想定することもできる。しかしここでは，
経済は当初，点 Ecでの均斉成長径路上にあったが，たまたま前年の実質
賃金率が W2に上昇したため，今年は人口増加率が3%になり，生産物供
給の増加率は2%，資本の蓄積率は1%になった，とL、う局面を考えよう。
蓄積率は1%だから雇用は1%しか伸びず，残りの2%は失業する。貨幣
賃金率が変わらなければ，賃金総額は1%増加し，生産物供給は2%増加
するから，物価は1%下落する。したがって実質賃金率は1%上昇する。
ここで，失業が生じたことから貨幣賃金率がたとえば5%下落したとする
と，賃金総額は4%減少する。生産物供給は2%増加するから，物価は6
%下落(=-4%ー 2%)し，実質賃金率は1%上昇する。つまり，貨幣
賃金率が不変であろうと下落しようと，実質賃金率は1%上昇する。
いずれの場合にも，実質賃金率の変化率は生産物供給の増加率から雇用
の増加率を差しヲI¥，、た値になる。実質賃金率が低すぎて， ~>Gn となる
ような局面では，経済は均斉成長径路に戻る傾向があるので，一応この領
域では均斉成長径路は安定と考えておくことにしよう。逆に，実質賃金率
が高すぎて， ~<Gn となるような局面では，経済は均斉成長径路を離れ
去る傾向があるので，均斉成長径路は不安定である。
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このうち，不安定となるケースをさらに検討してみよう。ここでは，生
産物供給に一年の遅れがあるので，今年の生産物供給の増加率は前年の蓄
積率に等しく，雇用の増加率は今年の蓄積率に等しい。そうすると，いっ
たん蓄積率が下がり始めると，実質賃金率の上昇率(生産物供給の増加率
一雇用の増加率)はプラスとなり，これが蓄積率を累積的に押し下げ続け
る。したがって， ~>Gn の局面で実質賃金率が上昇していくと，点、 Ec に
到達しても，経済はそこにはとどまらず，そのまま ~<Gn の局面へ移行
して，点 Ecから遠ざかってL、く。すなわち，マルサスおよびケインズが
論じたように，先行する過大な投資は，かえって新投資を抑圧する条件を
作り出し，均斉成長径路に復帰できなくするわけである。
これは奇妙な結果であるように見えるが，次のような場合を考えてみる
と，この不安定性の意味を理解しやすくなる。すなわち，当初，かなりの
失業を伴いながら， 2%の均斉成長径路上にあったものとして，前年にた
またま実質賃金率が低下し， ~>Gn の領域に入った，とする。今年の蓄
積率が，たとえば3%なら，生産物供給の増加率は引き続き2%だが，今
年の雇用の増加率は3%となり，失業は減少する。そして，実質賃金率は
1%低下(=2 %-3%)する。これは均斉成長径路をさらに遠ざかって，
次期の蓄積率を高め， ~>Gn の度合いを大きくする。しかし，この過程
で失業は急速に減少しやがて完全雇用に到達する。そうすると，蓄積率
はそのときのかなり低くなった実質賃金率に対応する Gn に一挙に低下
し雇用の増加率もこれに制約される。実質賃金率は下落から上昇へ反転
し，上の ~<Gn の局面へ移行する。
したがつて，資本蓄積率 G仏kが人口増加率 G仏nに自動的に調整される，
とする古典派的な労働市場の需給調整過程は小麦モデルで、は安定的だが，
貨幣.信用機構を前提にしたモデルで
けつけないような累積的な不安定性を示す。 J.s.ミルは投機的な商品市
場については，信用の拡張局面や収縮局面にさいして，ブームや商業恐慌
(68) 
が累積的に進行する，とした。しかし資本蓄積が信用制度を背景にして
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展開する場合には，実物経済体系の内部でも，投機的な商品市場と同様の
不安定性が発生するわけである。
JX.マーシャルの期間分析
ところで，この不安定性の原因は生産物供給に一年の遅れを置いたこと
にある，と解することもできる。つまり，今年の雇用と今年の生産物供給
とが直結しそれが今年の生産物需要に即応する，というようにモデルを
変更すれば，累積的な不安定性は生じなし、かもしれなし、。じっさい，工業
製品は連続的に生産されるから，需要の変化に即応しやすし、。とはし、ぇ，
生産物供給の遅れは資本あるいは賃金基金を「前払L、」と規定したことに
起因しており，これはまた， J. S.ミルのいわゆる第四命題， r商品に対
する需要は労働に対する需要で、はない1に直結している。したがって，こ
れを放棄すると，モデルの性質は単なる修正を超えて，根本的に変わって
しまう。しかも， ミルまでの古典派理論のままでは，マルサスが突き当た
った以下のような確定不能の問題が生じる。
賃金基金説では，実質賃金率の変動は資本一労働比率の変動に並行し，
現代的な生産関数に類似した結果をもたらすが，一人当たり生産量は変化
しない。これに対して，全体としての経済の物的な資本量が一定であるよ
うな条件の下で，雇用が生産物供給に即応する場合にも，雇用の増加とと
もに資本一労働比率は低下するが，そのさいには，一人当たり生産量は不
変ではないだろう。これは供給曲線が水平の場合と垂直の場合とを両極端
とする中間的な状態だから，一人当たり生産量は減少するだろう，と推測
することはできる。しかし，それが何を意味し，どのような条件の下で発
現するのか，を確定することは古典派理論のままではできない。
この問題を解決するには，差額地代説が土地と「資本つきの労働」を分
離したように，何らかの場面において，資本と労働とを分離し，純粋な「労
働の限界生産物」を取り出す必要がある。リカードウはある程度はそのこ
とに気づいていたようで， r年々新たにつくられる機械は|日L、機械よりも
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効率の劣っていること」とL寸想定に言及した。これは一見すると奇妙に
響くが，この想定の下では，もはや生産不可能となった旧L、(優秀な)機
械はその効率の高さに相当する分だけ新しい機械に比べて高い利潤を獲得
できる。利潤のこの部分は地代に似た性質のものとなる。この着想は].
S.ミルを経て，マーシャルに受け継がれ，利潤は一般的な「資本の稀少
性」にもとづいて獲得される準地代である，という考え方へと展開した:
マーシャル経済学はそれ以前の古典派経済学とはかなりかけ離れた特徴
を持ち，ほとんど連続性がないように見える。しかしマーシャルはその
『原理~ i付録]:賃金基金説」で， ]. S.ミルが賃金基金説を放棄した
顛末を論評しており，そこからすると，マーシャル経済学の特徴の幾つか
は賃金基金説を放棄したことに起因していたことがわかる。それはまず，
物的資本を固定資本中心にとらえる，とL、う形で現れる。さらに，マーシ
ャルは意識的にミクロ分析的な方法をとり，供給が需要に反応する時間経
過に即して， i一時的」・「短期」・「長期」・「超長期」に分けた。こ
のうち， i一時的」というのは，供給量が過去の生産活動によって固定さ
れているような局面迄意味している。これは].S.ミノレの価値論の主要部
をなした垂直の供給曲線のケースであり，そしてすでに見たように，それ
は賃金基金説的な局面でもある。
「短期」においては，労働量や使用原料の量は需要に即応して調整可能
だが，機械や設備のような固定資本の量までは調整できない。そして，雇
用量の増加とともに労働の限界生産物は逓減する。そこで，企業家は利潤
を極大化しようとして，労働の限界生産物価値が賃金に等しくなる水準に
雇用量を決める。すなわち，マーシャルは「短期」とL、う時間的な幅の中
に， i資本つきの労働」から単独の労働が分離できる「限界生産」の局面
を見出したわけである。これを生産物供給とL、う観点から見ると，各企業
{77l 
の短期供給曲線は原料費を含む限界(主要)費用曲線となる占そこで，原
料産業にまで、遡って「代表的企業1を想定すると， i短期」および「長期」
においては，個々の生産物の価格は直接・間接に投下された限界労働費用
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の和に等しい。そして特に，園定資本の量が調整可能であるような「長期」
においては，価格は直接・間接に投下された平均労働費用の和と各生産工
程での「正常」利潤の和との総額に等しくなる。また，規模による収穫が
不変である場合には，長期供給曲線は水平となり，供給側の生産費だけが
価格を決定し，需要は生産の規模にしか関わらなペこのように，マーシ
ャルは供給が需要に反応する時間の幅とL、う観点から古典派の価値論を整
然と再編成したわけである。
なお，言及されることの少ない要素ではあるが，マーシャルはさらに「超
長期」を加えている。これは職業上の教育や訓練を伴った世代交代による
変化が生じてくる期間であって， J. s.ミルのいわゆる「社会の進歩」の
(80) 
効果に関する議論を包摂するために設定したのだろうと思われる日本稿の
議論ではこの問題はほとんど関わりがないが， r超長期」を置くのであれ
ば，人口増加率の変化は「超長期」の世代交代に属する要素として，短期
・長期の分析では，実質賃金率の変動に即応して人口増加率が変化する，
などとは仮定しないほうが現実的かもしれない。
ところで，賃金基金説では賃金を「前払L、」としていたが，マーシャル
はこれを放棄したことから，賃金を利潤や地代とともに生産物の中から支
払われるものとした。そこで，マーシャルはさらに社会全体については「国
民分配分」を設定し，これを原資として国民全体に賃金，利潤，および地
代が分配される，とした。「国民分配分」はストックとしての「基金」で
はなく，フローとしての「所得」だから，国民全体が稼得する「国民所得」
とも呼ばれる;マーシャルが意識していたかどうかは定かでないが，この
国民分配分ないし国民所得は， A.スミスが固定資本と流動資本との「双
方の目標であり，目的である」とした， r直接の、消費のために留保される
(82) 
資財に提供しうる供給」に近い，と思われる。
X.結論
マーシャルは古典派理論に欠けていた「労働の限界生産物」をミクロ的
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な「短期」供給曲線の中に位置づけ，これを丹念に仕上げたが，それをさ
らにマグロ的な分析に展開しようとはしなかった。しかし，マーシャルは
物価水準を固定的に考える，とL、う前提を置くさいに，ケインズがとった
「賃金単位で測る」とL、う方法の可能性をも示唆していた。そうしてみる
と，マーシャル自身がケインズ的なマクロ経済学の端緒を聞こうとはせず，
国民所得の概念を構成するだけに終わった，というのは不思議なことのよ
うにも思われる。というのは，あとにはただ，失業の可能性を意識的に把
握し， rなにが全体としての産出量と雇用を決定するかという問晶を設
定することしか残っていなかったからである。しかし，おそらくマーシャ
ルは，物価水準を固定的に考える， という J.S.ミノレの意識的な方法論に
こだわりすぎていただろう。
ケインズが「労働の限界生産物」とL、う概念を用いて定式化した「古典
派の第一公準」は，一見すると差額地代説の応用ないし拡張とも見え，ま
たそういう面もあるだろうが，内容的にはむしろ，賃金基金説の放棄に伴
う代替的な分析用具として彫琢されたものだったわけである。ケインズは
その集計的な「総供給関数」を構成するさいには，現代的なマクロ生産関
数を直接用いることはせず，マーシャルのミクロ的な「短期」供給曲線(賃
金単位表示)を用い，これをさらに各産業毎に金額(賃金単位表示)で集
計し総雇用量Nに対応させる，とL、う方法を取った。
本稿では，ケインズ的な消費(したがって貯蓄)関数を明示することな
し貨幣経済での労働市場の不安定性を導出した。貯蓄関数はケインズ体
系では枢要な位置を占めるが，これは二十世紀の欧米社会で特徴的となっ
た低い人口増加率と高い生活水準という状況に対応した要素であろう:そ
れに対して，古典派が前提にしたのは，賃金が生存費水準の前後で低迷し
ているために賃金はすべて消費され，利潤(および，場合によっては，地
代)の一部だけが貯蓄(=投資)される，ということだった。しかし，こ
の点での仮説の相違は本稿の議論の範囲では問題にならないだろうと思わ
れる。
古典派の公準と賃金基金説 73 
これに関連して，ケインズ的な「非自発的失業」が生じるのは，完全雇
用下での貯蓄が投資を上回るからだ，とL、う仕方で理解されることがある。
『一般理論』をそのような解釈で補うことももちろん可能ではあるが，し
かし，ケインズ自身はむしろ，古典派的な貯蓄・投資の恒等を前提にして
いた。そして，本稿で見たように，古典派の理論的枠組みの中でも，労働
市場の不安定性あるいはそれに類するものに突き当たらざるを得なかった
はずで、ある。古典派がそのことに気づかなかったのは，結局のところ，古
典派はマルサスをも含めて，貨幣賃金率の下落が雇用増加の効果を生じな
(担)
L 、かもしれない，などとは思いもよらす，したがって， rなにが全体とし
ての産出量と雇用を決定するか」とL、う問題意識を暖昧にしていたからな
のである。
ところで，ケインズは『一般理論』では，主としてマクロ的「短期」均
衡を扱っていたので，上の古典派的な長期モテールで、の不安定性については
本格的な分析はしていなし、。したがって，ケインズ理論を長期に応用する，
という形で経済成長論が展開したのは必然的な成り行きだったわけで、あ
る。しかしそこでは，資本は土地とは異なって，再生産に費用がかかり，
その価格に応じて増減する生産要素になる。これは，再び古典派的な資本
理論の問題に突き当たることを意味している。
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